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１ 町長挨拶・取組紹介

２ 町の主要施策に関する説明

① 物価高騰対策給付金について

② 子育て応援手当について

③ プレミアム付き商品券及びLINEクーポンについて

④ 義務教育学校（前期課程）の給食費無償化について

⑤ 総合計画について

⑥ 大井川鐵道復旧事業の進捗について

⑦ かわねフォン廃止とテレビデータ放送による情報配信について

⑧ 奥大井音戯の郷の今後について

⑨ 地域協議会報告（川根高校の今後の在り方について）

３ 質疑応答、意見交換

住民生活に直結する
支援事業について

町の主要施策に関する説明
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○現金給付事業

１ 概要
物価高騰による影響を受けた全町民に対して、国の「物価高騰対応重点支援地方創生
臨時交付金」を活用し、負担軽減のため、全町民１人当たり10,000円を給付する。

２ 支給対象者
令和８年５月１日現在、川根本町の住民基本台帳に登録されている方

３ 申請期間
令和８年５月25日（月）から８月31日（月）まで
対象の皆さまには順次申請書を送付し、申請受付後、随時支給していく。
できるだけ早期に給付するため、６月を給付強化月間とし、多くの町民の皆さまの
申請をお受けする。

物価高騰対応重点支援地方創生臨時交付金

総務課 ℡:0547-56-2220

物価高対応子育て応援手当

健康福祉課
℡:0547-56-2224
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物価高騰により落ち込んだ地域経済の活性化と消費者の家計支援のため、国の「物価高騰対応重点支援
地方創生臨時交付金」を活用し、プレミアム付商品券事業を実施します。

Ｂ食料品券

500円×２枚

食料品店、
スーパーなど

500円×２枚

Ａ、Ｂ以外の
お店やサービス

Ｃその他券

Ａ・Ｂ・Ｃの
お店やサービス共通

ＡＢＣ共通券

500円×６枚

500円×２枚

食堂、居酒屋、
宿泊施設など

Ａ宿泊・飲食券

【商品券について】
・6,000円分の商品券を3,000円で販売します。（プレミアム率100％）
・使用できる期間は、令和8年7月5日から令和8年11月30日までです。
・商品券は４種類１セットです。
・発行冊数は9,600冊、売り切れ次第販売を終了します。

【購入方法】
・役場から商品券の購入引換書を全世帯に郵送します。購入引換券と
代金を販売会場に持参して購入してください。

【販売場所と時間】
月日 ７月５日 ７月６日 ７月７日 ７月８日 ７月９日
曜日 日 月 火 水 木

時間 9:00
～16:00

8:30
～17:00

8:30
～17:00

8:30
～17:00

8:30
～17:00

場所 山村開発センター

町役場総合支所

商工会本所

商工会本川根支所

商工会本所

商工会本川根支所

商工会本所

商工会本川根支所

商工会本所

商工会本川根支所

川根本町プレミアム付商品券事業

産業振興課 ℡:0547-56-2226

物価高騰の影響を受ける町内事業者の支援と消費喚起に加え、デジタル化の促進を図り、国の「物価高
騰対応重点支援地方創生臨時交付金」を活用して電子クーポン事業を実施します。

【クーポンについて】
• SNSアプリ「LINE」内でクーポンを発行し、利用者に対する値引きキャンペーンを実施します。
• キャンペーンは令和８年12月に開始し、期間は３週間程度を予定しています。
• 予算は15,000千円、クーポンの使用額が予算上限に達した場合は、期間中であっても終了します。
• クーポンは４種類あります。

【利用方法】
• 川根本町公式LINEを友だち登録し、利用規約に同意した方が利用可能です。
• 町公式LINEのメニューに「クーポン」の項目を表示します。お店の方の案内に従って操作してください。
• １事業者につき、１人１回だけ値引きを受けることができます。

温泉クーポン
日帰り温泉入浴で利用可能

税込300円以上会計で300円引き

一般クーポン
小売・飲食・宿泊・その他サービス

税込3,000円以上会計で900円引き

税込2,000円以上会計で600円引き

税込1,000円以上会計で300円引き

【クーポンの種類】
【町公式LINEメニュー】

川根本町電子クーポン事業

産業振興課 ℡:0547-56-2226
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○魅力ある教育支援：学校給食費の無償化等

【目的】
学校給食に係る給食費の一部を国の交付金を活用し、町が負担することで、子育て世帯の経済的
な負担軽減を図り、子育てしやすい町を目指す。

学年区分 給食費の取扱い 負担額の概要

前期課程（１年～６年生） 無償化（無料） 国の交付金と町の財政負担により実施

後期課程（７年～９年生） 軽減措置を継続 町の財政負担により前年度と同額の負担額を維持

【内容】

軽減の有無 前期課程：令和８年度 前期課程：令和７年度 後期課程：令和８年度 後期課程：令和７年度

無 ７２，５７０円 ６７，２６０円 ７６，１１０円 ６７，２６０円

有 ０円 ３６，４１０円 ４３，３４０円 ４３，３４０円

町負担額 ７２，５７０円 ３０，８５０円 ３２，７７０円 ２３，９２０円

【参考：学校給食費の児童生徒１人あたり年負担額比較】

※令和８年度前期課程の町負担額の内57,200円は、国庫交付金を充当。なお、表は予算額ベース。

義務教育学校（前期課程）の給食費無償化

教育総務課 ℡:0547-58-2555

経営戦略課
℡:0547-56-2221

町の主要施策に関する説明
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大井川鐵道復旧事業
の進捗について

経営戦略課
℡:0547-56-2221

町の主要施策に関する説明
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かわねフォン廃止と
テレビデータ放送による
情報配信について

デジタル推進課
℡:0547-56-2232

町の主要施策に関する説明
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町内無料電話はどうなるの？

使えなくなります。かわねフォンしかな
いお宅は2027年4月以降、電話による
通話をする場合は、携帯電話やIP電話
(050から始まる番号の電話）、NTT な
どの電話をご利用ください。

町からのお知らせ方法はどうなるの？

音声放送は屋外拡声器からの放送の
みになります。今後、町からの情報発
信は、紙媒体の「広報かわねほんちょ
う」や「地区回覧」の配布、「町公式
LINE」の配信、「ホームページ」への掲
載等、従来の発信方法を引き続き併
用しながら、きめ細やかな情報発信を
推進してまいります。

初めてのスマートフォン購入に最大１万円を補助

令和９年３月３１日までに６５歳以上となる町民の方
令和８年４月１日以降に初めてスマートフォンを購入した方

定期的にスマートフォン相談会を開催

６月１３日（土）、１４日（日）10時～16時：文化会館（ａｕ）
６月１７日（水）、１８日（木）10時～16時：山村開発センター（ﾄﾞｺﾓ）
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奥大井音戯の郷の
今後について

＜公募による売却＞

観光交流課
℡:0547-58-7077

町の主要施策に関する説明



13

01 施設「売却」に至った経緯

運営上の課題
・継続する運営赤字が町の財政負担を増大

・目的地としての認知不足による入館数の減

解決に向けた
方向性

町の「財政負担を伴わない方法」で、「集客力のある施
設」として再編を目指す。

解決策 民間事業者による「運営移行」を実施し、「新たな運営
事業者」による施設活用と運営の再編を推進する。

02 運営再編の方法「民間事業者へ運営移行（公募）」の優先順位

① 売 却

② 指定管理

④ 閉 館

（指定管理料0円＋改修費町負担（上限設定））

③ 指定管理（指定管理料＋改修費町負担（上限設定））

（不調）

（不調）

（不調）
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03「公募売却」の対象地、物件概要

運営上の課題

04「公募売却」の実施概要

運営上の課題
項 目 内 容

売却対象・方法 ・売却対象：ミュージアム施設関連の既存施設及び関連する土地
・売却方法：対象地域や売却条件、法的規制等を示した上で一括売却

売却の条件
・売却物件を「周辺協働促進型」にて有効活用すること（地域資源の活用とまちづくり
への貢献を重視）
・「現状有姿」による引き渡し

最低売却価格 ・土地建物の鑑定評価を踏まえ「最低売却価格」を設定

評価・審査方法
・評価：実施計画・事業実績・地域貢献度・経済効果など、多角的な基準を基に実施
・審査：「２段階評価方式」を採用（プロポーザルによる企画提案審査と、審査通過者

による売却価格入札に分けて評価）し、「優先交渉権者」を選定

契約の手続き
・優先交渉権者と、契約条件や売却額、事業者の参画体制など新たな「活用内容を調整」
・町議会議決（用途廃止）後、随意契約による「仮契約」の締結
・仮契約内容に対する町議会承認後、当該契約が「正式に成立」
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05「公募売却」実施スケジュール

運営上の課題

地域協議会報告
（川根高校の今後の在り方について）

教育総務課
℡:0547-58-2555

町の主要施策に関する説明
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県立高等学校の在り方に係る地域協議会報告資料 抜粋


